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１．まえがき 

2016年 11月発効の「パリ協定（The Paris Agreement）1)」

を受けて欧州連合（EU）は，2018年 11月に「欧州におけ

る気候中立（Climate Neutral）の長期戦略ビジョン 2)」を示

し，2020年 3 月には「2050年に向けた気候中立の法案」を

提案した 3)．これを起点に“国が決定する貢献（Nationally 

Determined Contribution）”として「温室効果ガス（GHG）の

実質ゼロ（i.e. カーボンニュートラル）」が世界各国に波及

している 4)． 

わが国も 2020年 10 月に「2050年カーボンニュートラ

ル，脱炭素社会を目指す」ことを宣言し 5)，2021年 5 月に

「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」の一部を

改正して，この宣言を基本理念として規定すると共に，地

域の再生可能エネルギー（再エネ）を活用した脱炭素化を

促進する事業に係る計画・認定制度を創設した 6)． 

筆者らは，茨城県の自治体，大学，研究機関，企業等で

構成される「つくば 3Eフォーラム」においてタスクフォー

ス（TF）「次世代エネルギーシステム」を推進し，水素エネ

ルギーや燃料電池自動車・電気自動車が社会に実装される

方策を検討・提案している 7)．特に 2020年度から，再エネ

由来の水素も活用しつつ，生活行動の変容をも促すことで，

脱炭素を達成する『つくばグリーンホロニズムタウン』（注：

ホロニズムは全体調和主義を意味する造語，以下ホロニズ

ムタウンと略す）を提唱し，その社会実装に向けた議論を

進めている 8)． 

本稿では，まず海外における再エネを活用したエネルギ

ーコミュニティの先行実証事例を示し，ホロニズムタウン

を位置付ける．次にホロニズムタウンを設計・構築・運用

する上での基本的な考え方，ホロニズムタウンを構成する

設備群と需要家群の「機能分類」について述べる．さらに，

ホロニズムタウンの対象エリアと規模，時間経過に伴う課

題への対応についても言及する． 

 

２．先行実証事例 

 風力発電、太陽光発電（PV）といった出力変動する再エ

ネを主力のエネルギー源としてコミュニティを形成し，デ

マンドレスポンス（DR: Demand Response）等によりコミュ

ニティ全体のエネルギー需給をバランスさせる研究と実証

は，再エネの普及が進む英国・欧州で 2010年代から EU フ

レームワークプログラム（Framework Programme）を中心に

開始されている．以下に，欧州における特徴的な実証プロ

ジェクトについて述べる． 

 Wattalyst（2011.10 – 2014.9）では，様々な価格とインセン

ティブ，消費プロファイルを含む DR プログラムのガイド

ラインやツールを策定・試験した 9)．EcoGrid EU（2011.3 – 

2015.2）では，デンマークの離島（Bornholm）の家庭 1,900

世帯と公共施設 100棟に，再エネ（風力発電）を 50 %以上

導入して，リアルタイム・プライシング（RTP: Real-time 
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Pricing）による様々な DR 手法の有効性を検証した 10)．後

継の EcoGrid 2.0（2016.1 – 2019.9）では，コミュニティの範

囲を広げてローカルフレキシビリティ市場（LFM: Local 

Flexibility Market）のサービスとして供する DR手法を提案

した 11)．英国・欧州では LFM が 2019年から開始され，配

電事業者（DSO: Distributed System Operator）向けの需給調

整力（予備力）として DR 手法が位置付けられている 12)．

日本において配電事業（許可制）は 2022年 4月から開始さ

れる予定で，LFM についても未だ議論の段階である 13)． 

 また NETffient（2015.1 – 2018.12）では，ローカル配電網

やマイクログリッドを対象に電気化学電池とスーパーキャ

パシタを組み合わせたハイブリッド型エネルギー貯蔵シス

テム（HESS: Hybrid Energy Storage System）によるエネルギ

ー管理手法を検証した 14)．後継の ISLANDER（2020.10 – 

2024.9）では，ドイツの離島（Borkum� 面積 30 km2, 5,500世

帯）をパイロットと位置付けている．この島は年間の電力

消費量が 30.6 GWh，熱消費量が 130 GWhで，電力の約 50 %

を外部の市場から連系線（海底ケーブル）で供給し，38.7 %

を自島の再エネで賄っている 15)．ISLANDERでは洋上風力

発電，大規模太陽光発電等を集中配置したバルク発電と，

分散型エネルギー源（DER: Distributed Energy Resources），

水素貯蔵システム，電気自動車の充電ネットワーク等によ

り，2030年までにカーボンニュートラルを達成する目標を

掲げている 16)． 

 英国・欧州の離島等のルーラル地域ではエネルギー需要

がほぼ安定し再エネ設置に対する制約も少ない．それゆえ，

適正なエネルギー需給，脱炭素化の仕組みの構築が容易で

あるが，ホロニズムタウンは地方の中核都市（e.g. つくば

市）を対象にしているため，その都市の発展または衰退に

応じた柔軟なエネルギー需給，周辺地域と協調した脱炭素

化の仕組みが要求される． 

 

３．ホロニズムタウン 

 ホロニズムタウンでは各再エネ要素技術を合理的に組み

合わせて統合し，エネルギー供給から利用までの一連のプ

ロセスを調和させる．これまで当然のように思われてきた

需要側本位の自由なエネルギー消費行動を転換し，やむを

得ない状況においては協力を要請する．環境の改善，エネ

ルギー需給の自立だけでなく，コミュニティとそこに暮ら

す人・働く人の全体的な協調を規範としている． 

 ホロニズムタウンが立脚する 3 つの基本理念と 5 つの機

能分類を以下に示す． 

 

3.1 基本理念 

 ホロニズムタウンのコンセプトは，コミュニティの環境

性能，地産地消を指向するエネルギー需給，それらを支え

る人々のエネルギー消費行動の変容に係る，以下の 3 つの

基本理念から構成される． 

(1) コミュニティのカーボンニュートラルを達成 

コミュニティは近隣に設置されたゼロ・エミッションの

エネルギー源を合理的に使用する，または CO2リサイク

ル技術を活用することで，2030年を目途に「GHG排出量

の実質ゼロ」を達成する． 

(2) コミュニティのエネルギー需給をバランシング 

コミュニティは自然変動する再エネの短期的・長期的な

供給量を予測し，時刻・曜日や季節と共に変化するコミュ

ニティ内のエネルギー需要に対して，エネルギー変換・貯

蔵技術を活用して大枠をバランスさせる． 

(3) コミュニティの人々の生活様式，働き方，移動機会と

様式を変容 

コミュニティで暮らす人や働く人は，予測されるエネル

ギー供給とその継続期間に基づき，需要を合わせるため

に，所有する分散型エネルギーだけでなく，生活様式，働

き方，および移動機会と様式を柔軟に変更させる． 

  

これらの基本理念を具体的に記述すると，上記（1）につ

いては， 

� 2030年を目途に，コミュニティ内では CO2実質ゼロ

のエネルギーを使用する．そのためのエネルギー源は，

コミュニティの属する地方自治体に設置された再エ

ネ，原子力発電（ただし現有設備のみ）を適正に配分

する． 

� CO2リサイクル技術として，CO2分離・回収 17)やメ

タネーション 18)の確立した手法を使用する． 

 上記（2）については， 

� 主力の再エネとして PVによる，翌日・一定期間・一

年の発電量を予測する．また原子力発電は一定量とし

て，供給計画を策定する． 

� エネルギー需要の時刻・曜日による短期的な変動と，

季節による長期的な変動を類型化して予測し，需給計

画を策定する． 

� 供給計画と需要計画を大枠で合わせるため，水電解シ

ステム・燃料電池による水素へのエネルギー変換，バ

ッテリによる蓄電等の確立した手法を使用する． 

 上記（3）については， 

� 自然変動する PVの対応策として，日本においても発

生する「Dunkelflaute19)」に対して，電動車両とマイク

ロ グ リ ッ ド の 統 合 （ VmGI: Vehicle-to-Microgrid 

Integration）20)の仕組みを導入する． 

� エネルギー需要を局所的に供給計画に合わせるため

に，需要家の所有する燃料電池等を活用して，協調的

な DRを行う． 



 

図 ��つくばグリーンホロニズムタウンのコンセプト（イメージ）�� 

 

� 需要家は，エネルギー供給の予測に基づき，生活様式

の変更（����� 生活行動時間），働き方の変更（����� フレ

ックスタイム），移動機会・様式の変更（�����リモート

ワーク，電動アシストリカンベント使用 ��）等の生活

行動に変容する． 

 

 この基本理念を基に具体化したコンセプト（イメージ）

を図 �に示す． 

� エ ネ ル ギ ー 供 給 ス テ ー シ ョ ン （ ����� �������

�������������������）：風力，�� といった再エネと余剰・

不足エネルギー調整のための蓄電池・燃料電池・水電

解槽・水素タンク等で構成される．学校，病院，住宅

等各消費地の屋根には ��を設置し，生成された電力

はコミュニティで融通し合う． 

� 直流ネットワーク（図 �の緑線）：��� で生成する電

力が直流であることから，各需要家へは直流のまま供

給し，各需要家内で交流に変換する． 

� 水素利用（図 � の青線）：水素は貯蔵が容易であるこ

とから，エネルギーバッファとして利用する．これを

水素ステーションとしても利用することで，単独では

自立運営が不可能な水素ステーションひいては燃料

電池自動車の普及にもつなげる． 

� 配電網（図 � の赤線）：水力や原子力（ただし現有設

備のみ）等で発電した電力は，既存の配電網を用いて

送電する．また，他地区のホロニズムタウンとの電力

融通にも交流系統を利用する． 

 

3.2 機能分類 

表 �に，つくばグリーンホロニズムタウンの機能分類と

その構成設備・車両の概要を示す．ホロニズムタウンは，

基本理念の具体的記述に基づき，� つの機能分類（設備群

と需要家群）によって構成される． 

ここで，コミュニティ設備群はコミュニティのエネルギ

ー供給・変換・貯蔵の核となる設備であり，電力から水素

への変換・貯蔵とパイプラインによる供給に特徴を有する．

公共設備群はコミュニティ内の公共施設に設置された再エ

ネ等の設備であり，製造したエネルギーの全量をコミュニ

ティに供する．���� 設備群は電動車両によるコミュニテ

ィへの予備力の供給設備であり，運用については規制緩和

も必要となる．需要家群は ���・���や電動車両を所有す

る需要家と，その他の需要家に分けられるが，エネルギー

消費機器はすべて ��の対象となる． 



 

 

表 1 つくばグリーンホロニズムタウンの機能分類と構成設備・車両（概要） 

分類名称 
構成設備・機器 

（供給側） （変換・需要側） 

コミュニティ 

設備群 

 近隣の契約電源（再生可能エネルギー） エネルギー供給ステーション（変換・貯蔵） 

 水素ステーション / 充電スタンド  近隣の原子力発電 

エネルギーネットワーク（電力 / 水素 / 温水） 

共用設備群  公共施設等に設置された再生可能エネルギー  同施設に設置された変換・貯蔵設備 

VmGI*設備群  充電スタンド（燃料電池バス / 電気バス）  エネルギーネットワーク（電力） 

需要家群 

(DER / RES**所有) 

 需要家に設置された分散型エネルギー /  

再生可能エネルギー 

 エネルギー変換器 / 電気自動車 

エネルギー消費機器（制御可 / 制御不可） 

需要家群 

(消費機器のみ) 
  エネルギー消費機器（制御可 / 制御不可） 

(*) VmGI: Vehicle-to-Microgrid Integration（電動車両とマイクログリッドの統合） 

(**) RES: Renewable Energy Sources（再生可能エネルギー） 

 

また，ホロニズムタウンの対象エリア・規模，および時

間経過への対処は以下のように想定している． 

- 既設の市街地（住宅地等）100 – 200世帯を 1つのコミ

ュニティとして設定し，既設のインフラ（配線，配管，

管路等）は流用する． 

- 市街地の時間経過に伴う発展/衰退に即して，コミュニ

ティ単位で拡張/縮小し，コミュニティ間の連系により

設備の稼働率（利用率）を最大化する． 

 

4. まとめ 

本稿では，つくばグリーンホロニズムタウンのコンセプト

として，3 つの基本理念とその具体的な仕組みや手法，そ

れらに基づく 5 つの機能分類（設備群と需要家群）とその

構成設備等を示した．さらに，ホロニズムタウンの対象エ

リア，規模および市街地の時間経過に伴う課題への対応に

ついても述べた．脱炭素化社会の実現に向け，全力で取り

組んで行く． 
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